
 によりき線亘長㎞が確定した後、伝送路ごとに次の組合せ


の中
から、設備管理運営費（減価償却費と施設保全費の合計をいう


。以

下この項において同じ。）が最も低くなる組合せ


を選択する。ただし、
ケーブルの荷重制限及び伝送路距離制限により、選択不可能なもの
は除く。

 によりき線亘長㎞が確定した後、伝送路ごとに次の組み合わせ


の中から、設備管理運営費（減価償却費と施設保全費の合計

。以下

この項において同じ。）が最も低くなる組み合わせ


を選択する。ただ
し、ケーブルの荷重制限及び伝送路距離制限により、選択不可能な
ものは除く。

［ア～エ 略］ ［ア～エ 同左］
［～ 略］ ［～ 同左］
３ 投資額の算定 ３ 投資額の算定
前項の規定に基づき


算定した設備量を基に、加入者が収容される全

ての局ごとに光ケーブル心㎞及び光ケーブル延長㎞の合計を求め、次
の算定式により、局ごとの光ケーブル投資額を算定し、全ての局の局
ごと光ケーブル投資額を合算して光ケーブル投資額を算定する。この
場合、局が属する都道府県の単価を使用する。

前項の規定にもとづき


算定した設備量を基に、加入者が収容される
全ての局ごとに光ケーブル心㎞及び光ケーブル延長㎞の合計を求め、
次の算定式により、局ごとの光ケーブル投資額を算定し、全ての局の
局ごと光ケーブル投資額を合算して光ケーブル投資額を算定する。こ
の場合、局が属する都道府県の単価を使用する。

［式略］ ［式同左］

中継系光ケーブ
ル

［１・２ 略］ 中継系光ケーブ
ル

［１・２ 同左］
３ 交換機設置局間に設置する光ケーブル設備量の算定 ３ 交換機設置局間に設置する光ケーブル設備量の算定
網構成（交換機設置局間の伝送路の構成


）ごとに、必要となる伝送

装置の量を勘案し、必要なケーブル設備量を算定し、交換機設置局ご
とに必要となる伝送容量に応じて設備量を帰属する。

網構成（交換機設置局間の伝送路の構成

。）ごとに、必要となる伝送

装置の量を勘案し、必要なケーブル設備量を算定し、交換機設置局ご
とに必要となる伝送容量に応じて設備量を帰属する。

４ 投資額の算定 ４ 投資額の算定
前項の規定に基づき


算定した設備量を基に、局ごとに光ケーブル

心㎞及び光ケーブル延長㎞の合計を求め、次の算定式により、局ごと
光ケーブル投資額を算定し、全ての局の局ごとの光ケーブル投資額を
合算して光ケーブル投資額を算定する。

前項の規定にもとづき


算定した設備量を基に、局ごとに光ケーブル
心㎞及び光ケーブル延長㎞の合計を求め、次の算定式により、局ごと
光ケーブル投資額を算定し、全ての局の局ごとの光ケーブル投資額を
合算して光ケーブル投資額を算定する。

［式略］ ［式同左］

［略］ ［同左］

加入系電柱 ［１ 略］ 加入系電柱 ［１ 同左］
２ 投資額の算定 ２ 投資額の算定
次の算定式により、前項の規定に基づき算定した本数を用い局ごと
電柱投資額を求め、全ての局の局ごと電柱投資額を合算し、電柱投資
額を算定する。この場合、局が属する都道府県の単価及び


共架率を使

用する。

次の算定式により、前項の規定に基づき算定した本数を用い局ごと
電柱投資額を求め、全ての局の局ごと電柱投資額を合算し、電柱投資
額を算定する。この場合、局が属する都道府県の単価、及び


共架率を

使用する。
［式略］ ［式同左］

［略］ ［同左］

加入系管路 １ 設備量の算定 加入系管路 １ 設備量の算定
局ごとに、地下メタルケーブル及び地下光ケーブルの敷設区間里程
の総和を当該局の管路亘長㎞とする。また、当該敷設区間ごとに、敷
設する地下メタルケーブル及び地下光ケーブルの設備量及び多条敷設
の可否を勘案して、管路の敷設条数及びインナーパイプの敷設条数を

局ごとに、地下メタルケーブル及び地下光ケーブルの敷設区間里程
の総和を当該局の管路亘長㎞とする。また、当該敷設区間ごとに、敷
設する地下メタルケーブル及び地下光ケーブルの設備量及び多条敷設
の可否を勘案して、管路の敷設条数及びインナーパイプの敷設条数を
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